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質　問 回　答

1
③プロジェクト対象領域において、「サービス」
も対象領域に入るでしょうか。

クール・ジャパンの要素を有するサービス事業についても、対象となり
ます。

2

事業目的において「大きく稼ぐ」とある意味に
ついては、事業者/コンソーシアム単位での売
上げ規模を大きくすることなのか、それとも、
日本全体としてグローバルに海外で稼いでい
くということか。

一義的には、我が国の事業者がコンソーシアムを形成し、有機的な連
携・協力体制を構築した上で、現地企業を巻き込むことで、現地市場
の開拓、対象者層への魅力ある情報の発信を強く推進し、海外での売
上規模の拡大・発展を目指していただくものです。その上で、グローバ
ルな事業展開によって更なる売上高増につなげていくことを期待する
ものです。

3
中小企業に関する具体的な定義を教えてくだ
さい。

以下のウェブサイトを参照ください。
http://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html

4
法人格をもたない組織・機関であっても、本件
の応募できるでしょうか。個人事業主としての
応募は失格になりますでしょうか？

代表団体（提案者）の資格要件として、「法人格を有していること」とあ
りますので、法人格を有しない方や個人事業主の方は応募いただけま
せん。

5
補助事業者について、学校法人、地方公共団
体、独立行政法人が代表団体（応募者）となっ
てもよいでしょうか。

左記の方々が代表団体として応募者になることは妨げておりません。
ただし、次年度以降、継続してビジネスを展開いただく前提で事業計画
を提案いただくため、応募者が事業推進の中核となって事業運営・管
理を全うするに適当な者であるかどうかは、十分にご検討いただけれ
ばと思います。なお、公的機関が提案者となる場合は、事業内容、役
割、経費の計上等に関して、自らの事業との間に重複がないことを提
示ください。

6

提案書の提出時点では会社が設立されていな
い（登記を通じた法人格未取得）が、提出期限
の6月13日までに法人の設立が申請のための
絶対条件なのでしょうか？

補助事業対象者（代表団体）の資格要件として「法人格を有しているこ
と」とありますので、申し訳ありませんが、提出時にその要件を満たし
ていない方の提案はご遠慮いただいております。

7
「補助事業を円滑に遂行するために必要な財
政基盤を有していること。」とありますが、具体
的な基準はどのようなことでしょうか。

提出いただいた代表団体（提案者）の直近３年分の財務諸表をもと
に、事業を実施するの必要な財務基盤を有するかどうか、確認いたし
ます。詳細は公募要領１０．（３）をご覧ください。
　なお、国から事業者への補助金の支払いは事業終了後（平成26年4
月）です。補助事業期間中は、補助事業者（代表団体）が事業費の全
額をいったん負担いただくことになりますので、少なくとも当該負担に
耐えられるだけの財政的基盤を有していることが求められます。

8
提案する活動計画については、どの程度の長
期に渡って事業計画を策定すればよいか。

まずは事業終了後の２～３年後までをメドとした事業計画を記載くださ
い。その上で、２０２０年に至るまでの想定する事業計画（青写真）を、
可能な限り具体的に記載ください。

9
プロ-デューサーの選定に当たっては、著名な
方が高く評価されるのか。

プロデューサーが著名かどうかは評価基準ではありません。あくまでも
提案された事業計画を推進する上で、十分な知見・実績・ネットワーク
等を持ち得ているかどうかが主な評価基準となります。

10
ビジネスプロデューサー（人、チーム）とありま
すが、これは“企業”でも構わないのでしょう
か。

ビジネスプロデューサーは、提案事業を実施する上で、司令塔的な役
割を果たしていただく重要人物になりますので、具体的な方として特定
いただきたいと思います。チームであっても、少人数のグループを想定
しております。）

１．事業の目的、補助対象事業について

２．補助対象事業者について

３．提案するプロジェクトの策定にあたっての留意事項
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11

コンソーシアムに海外企業が含まれていても
よいのか。また、コンソーシアムはどのような
位置づけと考えればよいか（恒久的な共同事
業体なのか、それとも、単なるグループでよい
か。）

コンソーシアムに海外企業を含んでいただいて結構です。また、コン
ソーシアムは、補助事業を実施する上での便宜的なグループとしてお
考えください。次年度以降の事業実施において、当該コンソーシアム
のメンバーに変更が生じても結構です。ただし、事業期間中の代表団
体（応募者）の離脱やビジネス・プロデューサーの交代は事業実施する
上で重大な変更に該当するため、当方（経済産業省担当者）と事前に
十分にご相談ください。

12

事業実施期間中にビジネス・プロデューサー
が配置転換され、補助事業から外れることに
なった場合はどのように対応することになる
か。

上記のとおり、ビジネス・プロデューサーが交代される場合は、まず当
初の方と同等以上の能力・実績を有する後任者を提示いただくことに
なります。仮に、そうした適当な後任者が提示いただけない場合は、事
業を中止いただく場合もあり得るので、ご注意ください。

13

コンソーシアムメンバーに、地方自治体、独立
行政法人が含まれても問題ないでしょうか。ま
た、個人が参加することでも問題ないでしょう
か。

左記のような公的機関や個人の立場としてコンソーシアムに参加する
ことは妨げません。ただし、そのような公的機関の実施事業や経費の
計上については、重複がないように十分に整理いただいた上で、提案
ください。

14
コンソーシアム構成のメンバーに個人を入れ
ようと思っています。　「クリエーター」は個人で
も大丈夫でしょうか。

コンソーシアム・メンバーに個人が参加いただいても結構です。申請書
には、その方の役割、事業内容等を記載ください。

15
すでに開始している事業を提案することは可
能ですか。

交付決定通知日（代表団体から経済産業大臣宛てに提出された補助
金交付申請書に基づき、経済産業大臣から代表団体宛に発出される
通知文書）以前に行った事業は、対象経費として認められません。した
がって、既存事業のうち、本事業の目的・補助対象事業等に合致する
もので、交付決定後に実施する事業内容のみを提案ください。

16
補助事業の範囲に関連して、自社が独自に
実施する関連事業があるのですが、記載して
も良いのでしょうか？

積極的に自社事業と補助事業の関連を記載してください。なおその
際、提案書では補助事業対象経費で実施する内容と、事業者側の負
担で（補助事業対象経費外で）実施する内容が分かるように区別して
記載してください。

17
実施可能か否かが確定していない事業・参加
企業等を提案書に記載することは可能です
か。

提案者は、事業期間内に実施することが確約できる事項のみを記載し
てください。なお、提案書の提出時点で未確定な事項については、そ
の旨を明示した上で（「仮」、「案」、「暫定」等を付記）記載することは妨
げませんが、審査の対象とはせず、参考情報として位置付けます。

18

補助事業の実施に当たり、外部のパートナー
を選定する場合は、選定理由でクリアできる
のでしょうか？特に、クリエイティブな仕事に
関しては単純に相見積もりで安いという理由
だけでの判断が難しいため。

左記のケースのように、相見積もりを取らずに選定した場合や、最低
価格を提示した者を選定していない場合には、選定理由書を整備して
ください。

19
テストマーケティング対象品の製作費は補助
対象経費として計上できるでしょうか。

サンプル品（販売せずに無償配付するもので、事業終業後は廃棄予定
のもの）の作成経費はテストマーケティングに必要な広告費として計上
できます。ただし、サンプルの作成数量が必要最低限か（事業目標・規
模に照らして、過大な数量を調達していないか。）や、サンプルが余っ
た場合の取扱い（捨てずに所有して、他の用途で使用することは認め
られない）については、ご注意ください。また、テストマーケティングで物
販される場合、テストマーケティング対象品の製造経費（原材料購入
（仕入れ）及び製作に係る費用）については、補助対象経費となりませ
ん。

４．補助事業対象経費及び補助率について
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20
テストマーケティング対象品の売上げ額が補
助金額を上回った場合は、補助金額は減額さ
れるのか。

売上高が補助金額を上回った場合に、ただちに補助金額の減額とな
るわけではありません。他方、補助事業終了後に事業を通じた収入金
を確認させていただく目的は、収益（＝売上－費用）が事業者負担額
を大きく上回るようなケースは、補助事業として適切ではない、という観
点もあるため、事業としての収入金を確認するものです。また、テスト
マーケティングを行うことが事前に決まっている場合は、採択決定後に
提出いただく補助金交付申請書に記載（補助事業期間中に発生する
収入）に計上してください。【交付要綱、様式第１を参照】

21
コンソーシアム内での事業費分担については
どのように取り扱えばよいでしょうか。

事業者（コンソーシアム）側での事業費負担をどのように行うか（事業
資金の捻出、調達方法等）については、当方では関知しません。当該
年度に実施可能な提案とすることを前提として、事業経費の積算にお
いては、補助対象経費としての支出項目を記載ください。

22
外注、再委託に関する制限はあるのでしょう
か。また、事業実施する上で、補助金適正化
法の対象範囲はどこまでとなるのでしょうか。

コンソーシアム・メンバーにおいて発生する経費を計上する上で、公募
要領で示された経費の区分（例：謝金、旅費等）ではなく、包括的な業
務依頼をする場合には委託や外注という形態で取引し、経費を計上く
ださい。なお、補助金適正化法の対象範囲は、補助対象経費として計
上されるもの全額が、補助金適正化法の対象範囲となります。

23
補助事業において必要な機器・設備を購入し
て、使用してもよいか。

基本的には、必要な機器・設備は購入ではなく、レンタル/リースいた
だくことを推奨しています。機器・設備を購入する場合（税抜き５０万円
以上）は、それらは事業終了以降も一定期間、資産として管理台帳を
整備して管理いただくことになります。その間、それらは処分制限資産
となりますので、補助事業終了後に事業者が自由に処分したり、補助
事業以外の目的に利用することができないので、ご注意ください。

24
補助率にある「３分の２以内」「２分の１以
内」とあるが、「以内」とはどういう意味
か。

補助事業の予算額と、採択案件での合計の補助金額の兼ね合いか
ら、最終的に予算額内に収まるように事業内容と補助金額を調整させ
ていただく可能性もあるため、「以内」としております。

25
海外パートナーとの共同事業会社を設立する
ための出資金や、事業で基盤システムの開発
費は補助事業対象経費となるか。

出資金、システム開発費は補助事業対象経費として認められません。

26
為替レートについては、どのような取扱いを
すればよいのか。

為替レートの適用については、事業者毎のルール（事業者内での計上
手続きや合理性な会計処理等）に則して、いつどのような為替レートが
適用されたか、確定検査時に証憑を提示いただき、為替レートの計算
の適正性を確認いたします。

27
人件費単価について、受託単価方式で計上す
ることは認められるのか。

補助事業においては、受託単価は認められません。補助事業におけ
る人件費単価の計算方法は、経済産業省の補助事業における人件費
単価の算定ルールに準拠し、「実績単価計算」又は「健保等級単価計
算」のいずれかとなります。

28

コンペティション向けとしての（現地にどの
商品を持って行くかの選考プロセスでの）テ
ストマーケティング対象品の試作経費は補助
事業対象経費として計上できるか。

テストマーケティング対象品の開発費は対象外ですが、サンプル（無料
配付用の試供品等）の製作費（製作に係る人件費、材料購入費等）は
対象経費として計上できます。

29
一般社団法人が代表団体として応募する場
合、補助率は２分の１以内となるのか。

そのとおりです。

30
外国における消費税・付加価値税の取り扱い
はどのようにすれば良いですか。

原則、外国の諸税は補助事業対象経費から除外した上でを積算・計
上ください。
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31
補助事業の実施に当たり、現地に事務所を設
置したいのですが、その費用を補助事業対象
経費とすることができますか？

建物等施設を購入する経費は、補助事業対象経費とはなりません。原
則、自己資金で手当てしてください。

32
プロデューサー・クリエーターなどが自社に所
属している（役員・社員）場合は、 その人件費
も対象になるのでしょうか？

対象とすることができます。その場合、人件費の計算方法は、通常の
役員・従業員と同様に、時間単価と従事時間により計算します。

33
旅費規程で「グリーン車、ビジネスクラス等は
原則補助対象外」とありますが、どのような場
合に例外が認められるでしょうか。

例外のケースは個別に判断させていただきたいと思います。ただ、補
助金という公費を投じて事業支援をすることから、補助対象経費のうち
必要最低限の経費に対して補助を行うというのが基本的な考え方にな
るため、一定の制約を設けているものです。

34
採択された場合、実際にいつから事業開始し
てよいのか。いつから発生する事業経費を補
助対象経費として計上できるのか。

交付決定日が事業開始日となります。したがって、その日付け以降に
発生する経費が事業経費として計上が認められます。（なお、経費発
生の前提として、仕様書、見積書、発注書、契約締結、納品、検収、支
払い等の経理手続きが、事業期間内に完了する必要があります。）

35
提案事業１件あたり補助金の上限・下限はあ
るのでしょうか。

特段、事業１件あたりでの補助金の上限額及び下限額は設定していま
せん。

36
進捗状況の報告については「速やかに」とあ
るが、どの程度の迅速さが求められるのか。

補助事業の進捗報告は適宜、当省担当者から電話、メール、面談等
により照会させていただきますので、迅速に応じていただくよう、ご協
力お願いします。

37
成果指標・目標の設定は、どのように使用さ
れるのですか。

提案書の提出時点では、評価項目を設定し、その計測方法及び当該
項目に対する目標値を記載していただきます。事業終了時に作成する
事業報告書に、当該目標値に対する計測値（結果）を記載していただく
ことになります。

38

ブランド系評価項目について、これは例えば、
海外で展示会を行うことにより直接的な受注金
額ではないが、そのことによる宣伝効果として
日本での経済効果がある、ということでいいの
でしょうか。

ご理解いただいたとおり、「ブランド系評価項目」として例示している指
標については、広告効果や現地の対象者層への訴求状況（評価、満
足度等）を推し量るために設定するものです。

39
成果指標、目標設定の例にある「雇用創出効
果」については、どのように捉えればよいか。

基本的には、国内における雇用創出効果を記載いただければと思い
ますが、可能であれば海外における雇用創出効果も記載ください。

40

広告換算効果に関して、積算根拠を明示する
ことが求められるが、海外での価格相場がわ
からない中で、具体的にはどのように示せば
よいか。

現地の広告経費の相場については、可能な範囲で情報収集いただ
き、広告費換算効果（広報活動で得られた内容を、広告費用に換算し
て経済的にどの程度価値があったのか置き換えて）推計し、記載してく
ださい。

41
成果指標の設定とその測定が求められいる
が、測定方法として具体的にどのようなことを
行えばいいのか。

テストマーケティングにおいて、アンケート調査や聞き込み調査などを
通じて、（定性的・主観的ではない、定量的な）評価の測定を行ってくだ
さい。

５．事業実施期間

６．補助金交付の要件

８．補助事業の成果とりまとめ

７．補助事業者の義務等
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42

事業を通じて得られた収入金とは具体的には
何か。また、公募要領において、「事業終了後
の確定検査時に（補助事業期間中に生じた収
入金を）提示ください」とあるが、どのような趣
旨か。

今年度の補助事業においては、事業を通じて得られた収入金（物販で
の売上額、コンソーシアムメンバーで協賛金等）について、事業終了後
に確認いたします。
趣旨としては、事業期間中に収益（＝収益－費用）があった場合でも、
事業者側で過度に利益を上げているわけではないことを確認するもの
です。
よって、ご質問いただいた、売上が補助額を上回った場合は減額され
るのか、という点については、売上げから費用を引いた利益の度合い
が一つの基準になりますので、売上が補助額を上回っても直ちに補助
金の減額ということになりません。仮に売上高が補助事業規模を大幅
に上回った場合には、事業に要した「費用」についても網羅的に（補助
対象経費以外も含めて）提示いただき、確認した上で、最終的な補助
金交付額を判断させていただく場合があります。

43
国から事業者に対して、どのように補助金が
支払われるのか、お金の流れを教えて欲し
い。

コンソーシアム参加企業への支払いは、補助事業者（代表団体１社）
から補助事業期間内に立替払をしていただきます。国からの補助金
は、補助事業終了後に提出いただく実績報告書や現地検査（確定検
査）において、それらの支払いを確認した上で、補助事業者（代表団体
１社）に対して、平成２６年４月に精算払します。したがって、補助事業
者は、事業期間内に必要な事業費を工面いただくことが補助事業を実
施する上での前提となりますので、ご注意ください。

44
2014年４月以降も継続して事業を行っていく
上で、補助事業との切り分けをどのように捉え
ればよいか。

交付決定から平成26年3月までの対象経費を補助事業において計上
いただけますが、あくまでも平成25年度補助事業としての目的に合致
した事業内容に関する経費のみが対象となります。したがって、事業
開始（補助金の交付決定）時に定めた事業計画に基づいて事業を実
施いただきますので、平成26年4月以降の経費とは当初から切り分け
ていただくことになります。

45
事業期間は3月末までとなっているので、それ
までにテストマーケティングを実施すればよい
のか。

テストマーケティングの実施のみならず、成果指標の測定、成果報告
書のとりまとめ、経理書類の整理、事業者における事業費の支払等の
一連の作業を、事業期間内に完了いただく必要があります。したがっ
て、テストマーケティングの実施は年度末ではなく、その後の評価・事
業とりまとめ作業を含めて、時間的な余裕をもって計画を作成いただく
ようお願いします。

46

「物品の入手、費用の発生に係る売買、請負
その他の契約をする場合には、経済性の観
点から、原則、一般の競争等に付して下さい」
とありますが、ほとんどの上の取引を「コン
ソーシアム（企業体）」内部で行い、その企業
がサービスや物品調達を行うことになるかと
思いますが、必ず「一般の競争」をお願いすべ
きなのでしょうか。

一般論としては、備品や消耗品等の調達価格や、外注・委託先との間
の契約金額において、経済性を追求していただきます。ただし、本事業
では、ご質問のとおりコンソーシアム内での商品・サービスの取引が多
くなると思いますが、その場合でも取引価格が合理的な契約手続き
（仕様書、見積書、発注書等）に基づいて決められたかについては、確
定検査時に確認・検証します。

47
事業費を自社で内部調達する場合には、通
常外部へ販売している価格を単価として計上
してよろしいですか。

補助事業において、商品・サービス等を自社調達（１００％子会社を含
む）する場合には、調達価格に含まれる利益を排除することとなってい
ます。したがって、そのような場合には、原価（原価の算出が難しい場
合は、売上高に対する売上総利益率を排除した価格）をもって補助対
象経費とすることになります。なお、関係会社に対しても利益相当額を
排除していただきますので、ご相談ください。

９．注意事項
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48
提案書に参考資料としてDVD等の媒体を添付
してもよいでしょうか。

DVD等に参考資料を保存して提出いただいても、参考資料として参照
しませんので、ご留意ください。なお、様式１（公募申請書）において
は、各ページの冒頭に項目毎の枚数制限を設けておりますので、厳守
いただきますよお願いします。
　なお、申請書の枚数は、提出時の形式要件チェックにおいて、厳密
にチェックさせていただきます。枚数の超過するものは受理できません
ので、ご注意ください。

49
財務諸表は代表団体（応募者）のみでよい
か。

財務諸表は代表団体分のみで結構です。

50
補助事業費が委託先の経費を精算する際に
は、補助事業者が委託先の確定検査を行わ
なければないないですか。

契約内容に基づき、原則、補助事業者が委託先に対して確定検査を
行っていただきます。なお、経済産業省の判断で、委託先の確定検査
を直接行うこともあり得ます。

51
5／20（月）以外で説明会を追加で実施する予
定はありませんか？

恐れ入りますが、説明会は左記の一回のみとなります。ご了承くださ
い。

52

コンソーシアムを形成する企業のうち1つが、
部署レベルでの参加意向はあるものの、社内
決裁に時間がかかり、応募時にはコンソーシ
アム参加が確定していなかった場合、審査基
準についてこの場合も評価対象外となるで
しょうか。また、応募後にコンソーシアムへの
参加未確定だた企業の参加が見送られ、同じ
機能を果たす別企業に変更になった場合、ど
のような条件下で、採択が取り消されるので
しょうか。（代替企業はどのような基準で選定
すべきでしょうか。）

応募時にコソーシアムメンバーが未定の場合は、その点は評価対象
外となり、審査においては参考情報とします。未定や調整中のコンソー
シアム・メンバーについて、（参加未確定）（社内調整中）等と記載くださ
い。また、参加未確定の企業が不参加となり別の企業に変更された場
合は、一義的には、その企業が同様の機能・役割を果たすことを示し
ていただくものと思います。したがって、コンソーシアム参加企業に変
更が生じた場合、それをもって直ちに採択取り消しということにはなら
ないかと思いますが、当初提案と比較して著しく提案内容が変更され
たと判断された場合は、採択が取り消されることもあり得ますので、ご
注意ください。

53

特定地域への地域活性という概念に当てはま
らないものも、対象となるか。そのコンテンツ
の海外現地での活性化によって、その後その
コンテンツの日本における活動を目的に、最
終的にインバウンドへの繋がりに貢献は見込
めるが、特定地域への地域活性という概念に
は当てはまらない場合でも、対象となりえるの
か。

評価項目における「地域活性化・観光誘致への貢献」については、特
定地域への効果ということでなくても結構です。（もちろん、特定地域へ
のインバウンド効果の観点から説明いただくことも歓迎します。）

54
審査過程において、審査員へのヒアリングは
いつ頃実施される予定ですか。

審査における提案者に対するヒアリングは、必要に応じて行う予定で
すが、昨年度は応募が多数寄せられたため、ヒアリングは実施せず
に、書面審査のみ行いました。したがって、ヒアリングの有無にかかわ
らず、提案書（申請書）にて事業内容を十分に説明し尽くしてください。

55
採択された場合、次年度以降の支援措置は
何か用意されているのか。

現時点では、翌年度以降の支援措置は用意しておりません。本事業
は、あくまでも、海外展開を検討される事業者の方向けの初年度のリ
スクマネー支援としての位置づけとなります。

56

将来的に事業主体が海外に移転することも視
野に入れた事業計画を検討しているが、国内
に残らない事業主として提案内容の低く評価
されるおそれはないか。

事業主体が将来的に海外移転を念頭においているかどうかで、評価
は変わりません。

１２．その他

１０．応募書類の提出について

１１．採択の審査及び結果通知について
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57

経済産業省で行っている他の公募案件（クー
ル・ジャパンの芽の発掘・育成、プロデュー
サー人材派遣事業、ビジネスマッチング等）
と、本補助事業との関係を教えて欲しい。

日本国内において、クール・ジャパンの要素を備える案件の発掘・育成
するため、クリエイター・プロデューサー等の育成やビジネスマッチング
を通じて、魅力ある国内のクール・ジャパンのコンテンツを作り込み、そ
うした案件の中から本補助事業が目的とする海外進出・販路開拓につ
ながることを期待するものです。

58

本補助事業で作成した知的財産権・著作物等
の権利は補助事業者が所有することができま
すか？それとも全て国に譲渡するのでしょう
か？

知的財産権・著作物等の権利は、事業者に帰属します。

59
企業の担当役員や支店長が申請者となること
はできますか。

申請者は、法人の代表権を有する者となります。申請書類には、代表
者名で代表者印を押印の上、提出してください。ただし、事前に代表者
から代理人あての委任状を取得していただければ、当該委任状と合わ
せて代理人名及び代理人印で申請いただくことは可能です。

60
継続的な事業を前提とするので、今回の補助
金対象事業を別会社にして始めることは可能
でしょうか。（会計関係を明確にするため）

可能です。ただし、この場合、その別会社が代表団体（提案者）となる
と思料されるので、提案書提出時に法人格を有していることが求めら
れます。
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